
韓国国会・特別委員会 

自民党領土特命委員会 配付資料 
衆議院議員 新藤義孝 

独島特別委員会「日本の領有権主張」断固、対応しなければ独島特別委員会「日本の領有権主張」断固、対応しなければ独島特別委員会「日本の領有権主張」断固、対応しなければ独島特別委員会「日本の領有権主張」断固、対応しなければ    

 [ニュデイルリ 2011.4.4] 

 

国会の独島領土守護対策特別委員会（委員長カン・チャンイル）が、「日本の独島歪曲教

科書検定承認取り消し要求決議案」の発表を通じ、「今回の問題に対して、断固、徹底して

対応しなければならない」と、政府側に求めた。  

 独島特別委は 4日、全体会議を開き、「独島は歴史・地理・国際法的に明白な大韓民国固

有領土」とする内容の決議案を採択した後、「日本政府が独島を日本国の領土と歪曲し、記

述・表記した中学校社会教科書を検定承認した行為は、我々の主権を侵害する明白な挑発

行為」と規定した。 

 また、独島特別委は「日本の独島領有権を主張する行為は、日本の東北部大地震以後、

韓・日両国間の善隣友好関係が一段階と高まっている状況で、両国間が信頼関係を壊すだ

けでなく、未来の両国関係に否定的な影響を及ぼしかねない」とし、教科書検定承認取り

消しを日本政府側に要求することにした。 

 合わせて独島特別委は、近い将来、独島を訪問、特別委会議を開催する一方、独島警備

及び管理現況を点検することにした。 

 これに先立ち、政府とハンナラ党が同日、日本の独島の領有権主張と関連し、国会で開

催された緊急懇談会では、政府の独島対策を叱責する与党議員らの声が続いた。 

 会議を主宰したイ・ビョンソク党独島特別委委員長は、「地震被害と原電事故の中で日本

の独島の領有権主張は怒りを越えて茫然自失すること」としながら、「領土は生存の源泉で

あり、領土問題はどんな外交より優先する」と強調した。 

 パク・ヨンア議員は、「李明博大統領が独島を直接訪問しなければならない」として、「独

島の日の制定問題に対しても、外交部が「静かな外交」という名の下で反対しており、も

う一度検討しなければならないだろう」と声を高めた。 

 

http://kr.news.yahoo.com/etc/popup_print.htm?articleid=20110404162549291f6 
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政府、独島総合海洋科学基地着工政府、独島総合海洋科学基地着工政府、独島総合海洋科学基地着工政府、独島総合海洋科学基地着工（（（（総合総合総合総合））））    

[聯合ニュース] 2011年 04月 04日(月)午後 02:36 

 

今年 12月、構造物製作完了の方針 

チョン・ジョンファン「鬱陵島軽飛行場予備妥当性再推進、積極的検討」 

 

（ソウル=聯合ニュース）キム・ボップヒョン、ノ・ジェヒョン記者=政府が独島の実効的

支配を強化するため、今月、独島総合海洋科学基地工事に着手する予定だ。 

 政府は日本の独島領有権主張と関連し、4日午前、開催したハンナラ党と緊急懇談会と午

後、国会の独島領土守護対策特別委全体会議を前に、国会にあらかじめ報告した資料で、

このような方針を明らかにした。 

 政府は今月、陸上で独島総合海洋科学基地の構造物製作に着手した後、来る 12月まで組

み立てを完了する計画だ。 

 総合海洋科学基地は、独島の北西側 1km の海上に建設される鉄骨基地（延面積約 2700

㎡、事業費 430 億ウォン）で、東海の海洋、気象、地震および環境などを観測する装備を

整え、平常時無人自動化システムで運営される。 

 政府はまた、今年中に独島に海水通過が可能な防波堤(長さ 295m、幅 20m)建設に対する

基本設計を完了し、来る 7 月完工予定であった独島住民宿舎工事を 5 月初めまでに終える

ことにした。 

 チョン・ジョンファン国土海洋部長官は、緊急党政調懇談会で「実効的支配のための事

業を速度感があるように推進するだろう」と明らかにした。  

 特にチョン長官は、「鬱陵島軽飛行場事業が予備妥当性にかかり、執行されなくなってい

るが、一般事業と違い対日関係などを勘案し、また予備妥当性を実施しなければならない」

というハンナラ党キム・グァンニム議員の主張に、「（予備妥当性を）政策的にまた推進す

る問題について積極的に検討するだろう」と答えた。 

 合わせて政府は、去る 1 日、独島が我が国の領土であることを強調する学習副教材を発

刊、全国の小学校に配布し、今後、独島教育広報館設立も推進することにした。 

 また、独島の国際的広報強化のため、東北アジア歴史財団傘下の独島研究所のロシア語

及び中国語インターネットサイトを開発し、インターネットに「東海独島の表記誤謬申告

センター」を開設する一方、4月中に日本国内の右翼教科書の採択阻止の目的で、日本の地

方自治体及び学校担当者等とワークショップを開く方針だ。 

 この他、政府は来る 5 月、独島問題を含めた歴史教育強化方案基本計画を確定発表し、

今年 8月、教師 120人と学生 800人を対象に独島現場体験を実施すると明らかにした。 

 

http://kr.news.yahoo.com/service/news/shellview.htm?articleid=2011040414360079101

&linkid=4&newssetid=1352 


